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（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）
予算
決算

人件費（A）
報酬（B）
年間経費(予算又は決算+A+B)

◇政策の指標

◇平成29年度の政策評価（政策の概要）

◇平成29年度の政策評価（政策の進捗・課題）

　市民及び事業所が火災予防等の意識を持ち、又はこれを実践することにより、火災等の被害を軽減し、市民
が安心・安全に暮らせる都市を実現する。

＜進捗＞ 計画通り
　事業所等の立入検査等を実施して、火災等に対する事前の対策や日常の維持管理の重要性を周知し、法令
等に適合しない対象には、違反の是正を行い、事業所等における法令の遵守や自主防火管理体制の意識付け
等の火災予防の推進に取り組むとともに、民間防火団体が地域又は事業所間における防火・防災活動のリー
ダー的な役割を担うようにするための育成及び活動支援や市民が生活の場において火災予防を実践することを
推進するための広報活動を行った。また、火災原因の究明に鑑識や科学的手法を取り入れ、類似火災の防止
や製造物責任法や情報公開などの社会的な期待に沿う調査活動に努めた。

実績
目標

6.0 6.1 6.2
実績 5.6 6.5 7.0

実績 99.9 99.9 99.8

市民の普及啓発参加人数 万人 6.8
目標 5.9

H29 H30

特定防火対象物における自動火災報知
設備の設置率

％ 99.3
目標 98.4 98.7 98.7 98.8

政策指標 単位
H36
目標値

年度 H27 H28

162,529 167,828 166,387 168,377

9,129 10,828 9,387
153,400 157,000 157,000 157,000

　市民及び事業所が火災予防等の意識を持ち、又はこれを実践することにより、火災等の被害を軽減し、市民
が安心・安全に暮らせる都市を実現する。

H27 H28 H29 H30
9,484 11,188 10,042 11,377

10年後の目標 災害、犯罪、事故などの危険から、自分の命と財産を自分で守る意識を身に付けている。

居住エリアの集約化などが進み、コンパクトなまちづくりが進んでいる。

◆基本政策 いつでも、どこでも、迅速的確に対応する消防・救急体制づくり

（予算費目名） 火災予防推進費

「分野」 安全・安心・快適

30年後の姿 どこでも安全、いつまでも安心、持続可能で快適なまちになっている。

政策シート （政策名） 火災予防体制の充実、火災による被害の軽減

平成30年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）

003105000 予防課 伊藤　晃 平成 30 7 1
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◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 非常勤2,800

1.0計 168,377 11,377 21.0 2.0
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1.0

3

2 火災予防啓発事業 ○ 34,751 3,151 4.0

133,626 8,226 17.0 1.0 1.01 火災予防指導事業 ○

事業費
（千円）

人工
報酬
（千円）

正規
再任用
(31h)

再任用
(26h) 非常勤

事業名
総
合
戦
略

重
点
戦
略

主
要
事
業

完
了

コスト
（千円）

予防課 伊藤　晃 平成 30 7 1
平成30年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）

003105000
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◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

実績値

H36
目標値

年度 H27 H28 H29 H30 H31

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No
実績値

H36
目標値

年度 H27 H28 H29 H30 H31

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No
実績値

H36
目標値

年度 H27 H28 H29 H30 H31

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

99.3
実績値 99.9 99.9 99.8
目標値 98.4 98.7 98.7 98.8

特定防火対象物における自動火災報知設備の設置率（％） - -
年度 H27 H28 H29 H30 H31 H36

非常勤 1.0 1.0 1.0 1.0

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

1.0
再任用(h26)

人工

正規 17.0 17.0 17.0 17.0
再任用(h31) 1.0 1.0

人件費(報酬等) (千円)
人件費　(千円) 121,800 125,400 125,400 125,400

一般財源
一般会計繰入金

その他 5,973 6,285 6,935 8,226

国・県支出
市債

事業費(千円) 予算 6,180 6,516 7,392 8,226
決算 5,973 6,285 6,935

－ ○

H27 H28 H29 H30

S23 - 一般会計
自治事務（法令義務）
自治事務（その他）

消防法、浜松市火災予防条
例等

－

　店舗、工場、ガソリンスタンドその他の事業所等を対象に実施する火災予防等に関する査察、建築許可等への
同意、危険物の製造所等の許認可等、火薬類及び高圧ガスの許認可等を通じて、事業所等における火災予防
等の実践の推進及び法令遵守の徹底を図るとともに、火災の原因及び損害調査の結果を火災予防指導・啓発
に反映することにより、全市的な火災予防の推進を図る。

○立入検査等指導事業
　法令、条例に規定される火災予防に関する基準に基づき、建築許可等の同意、消防用設備等の設置指導及び
検査、危険物の製造所等の許認可、火薬類及び高圧ガスの許認可等、事業所等への査察を通じて火災予防等
の実践を推進するとともに、消防法令、条例に適合しない事業所等に対しては、是正指導を行い、重大な違反は
行政処分等により法令遵守の徹底を図る。また、同意、許認可、査察、違反是正等の体制を確立し、これらに必
要な知識及び技術を有した人材の育成を行う。
○火災調査活動事業
　消防法に基づく消防機関の義務として、知り得た全ての火災の原因の究明及び損害調査に取り組み、類似火
災の防止のため、その結果を火災予防指導・啓発事業に反映するとともに、製品火災からの消費者保護、火災
調査書類の情報公開請求等の社会的要請に対応した火災調査方法を構築する。また、火災調査体制の確立の
ため、これに必要な知識及び技術を有する人材の育成を行う。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

事業シート （事業名） 火災予防指導事業

平成30年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）

1003105000 予防課 伊藤　晃 平成 30 7
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◇平成29年度の事業評価

・平成29年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/
・社会情勢の変化により生じる新たな火災危険等に適切に対応していくとともに、事業の効率的・効果的な運用
のために必要に応じて条例・要綱等の見直しを適宜行う。
・移譲事務の適正執行のため、事務を担当する職員の配置等資源の集中を継続して行う。

・必要な要綱、事務運用等の見直しを行った。
・平成29年度に火薬類取締法に係る事務を開始し、平成30年度から高圧ガス保安法及び液化石油ガスの保安
の確保及び取引の適正化に関する法律に係る事務が県から移譲された。これらに係る例規、要綱等の整備,所
管省庁等が開催する研修参加等による人材育成、資機材、参考書籍の購入等を行った。

大項目 改善 小項目 条例・要綱等 人材育成 事業費 拡大 人工 現状

〇立入検査指導事業
　事業所等の立入検査（６００２件）、建築確認等の同意（１００１件）、危険物施設等の許認可等（１９９２件）、火
薬類の許認可等（１６９件）を実施して、火災等に対する事前の対策や日常の維持管理の重要性を周知し、法令
等に適合しない対象には、違反の是正を行い、事業所等における法令の遵守や自主防火管理体制等の意識付
け等の火災予防等の推進に取り組んだ。査察業務に携わる職員の査察技能の向上のため研修・査察技能競技
会の開催や外部研修への職員派遣などにより人材育成を行った。
〇火災調査活動事業
　火災原因の究明に鑑識や科学的手法を取り入れ、類似火災の防止や製造物責任法や情報公開などの社会的
な期待に沿う調査活動に努めた。また、火災調査技術の向上のため研修・講習会の開催や外部研修への職員
派遣などにより人材育成を行った。

大項目 改善 小項目 条例・要綱等 人材育成 事業費 拡大 人工 現状

30 7 1

○立入検査等指導事業
　法令、条例に規定される火災予防等に関する基準に基づき、建築許可等の同意、消防用設備等の設置指導及
び検査、危険物の製造所等の許認可、火薬類の許認可等、事業所等への査察を通じて火災予防等の実践を推
進するとともに、法令、条例等に適合しない事業所等に対しては、是正指導を行い、重大な違反は行政処分等に
より法令遵守の徹底を図る。また、同意、許認可、査察、違反是正等の体制を確立し、これらに必要な知識及び
技術を有した人材の育成を行う。
○火災調査活動事業
　消防法に基づく消防機関の義務として、知り得た全ての火災の原因の究明及び損害調査に取り組み、類似火
災の防止のため、その結果を火災予防指導・啓発事業に反映するとともに、製品火災からの消費者保護、火災
調査書類の情報公開請求等の社会的要請に対応した火災調査方法を構築する。また、火災調査体制の確立の
ため、これに必要な知識及び技術を有する人材の育成を行う。

指標の達成度

計画通り

平成30年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）
003105000 予防課 伊藤　晃 平成
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◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト

◇事業の指標（H30：重点戦略最終年度、H31：総合戦略最終年度、H36：基本計画最終年度）

実績値

H36
目標値

年度 H27 H28 H29 H30 H31

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No
実績値

H36
目標値

年度 H27 H28 H29 H30 H31

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No
実績値

H36
目標値

年度 H27 H28 H29 H30 H31

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

6.8
実績値 5.6 6.5 7.0
目標値 5.9 6.0 6.1 6.2

市民の普及啓発参加人数（万人） - -
年度 H27 H28 H29 H30 H31 H36

非常勤

主な事業活動・事業成果　指標（単位） 総合戦略施策体系 重点戦略項目No

1.0
再任用(h26)

人工

正規 4.0 4.0 4.0 4.0
再任用(h31) 1.0 1.0 1.0

人件費(報酬等) (千円)
人件費　(千円) 31,600 31,600 31,600 31,600

一般財源
一般会計繰入金

その他 3,156 3,920 2,325 2,889

国・県支出 623 127 262
市債

事業費(千円) 予算 3,304 4,672 2,650 3,151
決算 3,156 4,543 2,452

－ ○

H27 H28 H29 H30

S23 - 一般会計 自治事務（その他） －

　消防に対する市民の理解を深めるとともに、防災意識の高揚を図り、市民が生活の場において火災予防を実
践することを推進するために広報活動を行う。また、任意に結成している民間防火組織及び防火協力団体の育
成及び活動支援を通じて、地域及び事業所間における防火・防災活動を促進する。

〇民間防火団体活動事業
   民間防火組織である女性防災クラブ、幼少年消防クラブと防火協力団体である浜松市防災協会に対して、これ
らの組織又は団体が地域又は事業所間における防火・防災活動のリーダー的な役割を担うように育成及び活動
支援を行う。
〇火災予防思想普及啓発事業
   火災予防を中心とする消防広報のイベント事業として、各消防署が主体となり、119ふれあいフェア等の開催、
市民団体への表彰、民間防火団体や市民との協働により、火災予防思想の啓発に取り組む。また、小学校4年
生を対象にしたスクール119や高齢者に接する民生委員等に防火講習を行う。

開始年度 終了予定 会計区分 事務区分 根拠法令等
総合
戦略

重点
戦略

主要
事業

事業シート （事業名） 火災予防啓発事業

平成30年度
（管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）

1003105000 予防課 伊藤　晃 平成 30 7
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◇平成29年度の事業評価

・平成29年度の事業の概要

・ 事業の成果と課題

・ 事業の見直し
実施結果

/

今後の方向性

/
・火災調査活動事業により収集した出火原因等の情報を分析し、事業内容の見直しを継続して行う。
・県の緊急地震・津波対策等交付金の充当事業である火災予防思想普及啓発事業において、地震・津波に関す
る普及啓発事業を継続して行う。

・火災調査活動事業により収集した出火原因等の情報を分析し、事業内容の見直しを行った。
・平成28年度から新設された県の緊急地震・津波対策等交付金の充当事業である火災予防思想普及啓発事業
において、地震・津波に関する普及啓発事業を継続して行った。

大項目 改善 小項目 収集・分析 国・県補助金 事業費 現状 人工 現状

〇民間防火団体活動事業
女性防災クラブ（３クラブ）、幼年消防クラブ（７７クラブ）及び少年消防クラブ（４３クラブ）と防火協力団体である
浜松市防災協会に対して育成及び活動支援を行った。
〇火災予防思想普及啓発事業
　広報イベント「119ふれあいフェア」をはじめ、各署において、火災予防運動等の機会を捉えて市民に対する訓
練指導及び広報活動により６９,１３３人に対し、防火に対する指導を行った。

大項目 改善 小項目 収集・分析 国・県補助金 事業費 現状 人工 現状

30 7 1

〇民間防火団体活動事業
   民間防火組織である女性防災クラブ、幼少年消防クラブと防火協力団体である浜松市防災協会に対して、これ
らの組織又は団体が地域又は事業所間における防火・防災活動のリーダー的な役割を担うように育成及び活動
支援を行う。
〇火災予防思想普及啓発事業
   火災予防を中心とする消防広報のイベント事業として、各消防署が主体となり、119ふれあいフェア等の開催、
市民団体への表彰、民間防火団体や市民との協働により、火災予防思想の啓発に取り組む。また、小学校4年
生を対象にしたスクール119や高齢者に接する民生委員等に防火講習を行う。

指標の達成度

計画通り

平成30年度 （管理番号） （担当課） （責任者） （作成日）
003105000 予防課 伊藤　晃 平成


